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2026年5月18日

新経済成長ジャパンの運用状況

➢ 当ファンドは、4月28日公表の「R&Iファンド大賞2026」の投資信託10年部門の国内株式コアカテゴリーにおいて、

「優秀ファンド賞」を受賞しました。

➢ 本レポートでは、当ファンドの運用状況に加え、今後の運用方針、運用責任者からのメッセージをご紹介致します。

『R＆I ファンド大賞 2026』において「優秀ファンド賞」を受賞

「新経済成長ジャパン」は、格付投資情報センター（R&I）が、優れた運用成績をあげたアクティブファンドを表彰する

『R&I ファンド大賞 2026』の投資信託10年部門、国内株式コアカテゴリーにおいて「優秀ファンド賞」を受賞しました。

当大賞は、R&Iが第三者の客観的な立場で、純粋な運用実績のみに基づいて優れたアクティブファンドを選定するも

ので、多くの資産運用関係者の方々に認知されているものです。

「新経済成長ジャパン」は、2013年6月28日の設定以来、約13年に及ぶ運用実績があります。お陰様で良好なパ

フォーマンスを継続しています。

今後も投資家の皆様のご期待に応えられるよう運用に努めてまいりますので当ファンドをご愛顧くださいますよう、

よろしくお願い申し上げます。

「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性につきＲ＆Ｉが保証するものではありま

せん）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業では

なく、金融商品取引業等に関する内閣府令第２９９条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）で

す。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一

切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。
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過去10年間の運用状況について

年度 1 2 3

2016 三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

東京エレクトロン スズキ

2017 任天堂 資生堂 古河電気工業

2018 資生堂 ファーストリテイリング 中外製薬

2019 神戸物産 中外製薬 ダイフク

2020 レーザーテック
ウエスト
ホールディングス

東京エレクトロン

2021 ＩＮＰＥＸ 日本郵船 川崎汽船

2022 円谷フィールズ
ホールディングス

第一三共 三菱重工業

2023 三菱重工業
三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

三菱商事

2024 ＩＨＩ 三菱重工業 フジクラ

2025 キオクシア
ホールディングス

ＩＨＩ フジクラ

年度 1 2 3

2016 任天堂 あい ホールディングス ペプチドリーム

2017 住友重機械工業 アドバンテスト
三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

2018 五洋建設 ノーリツ鋼機 村田製作所

2019 ニッスイ ＳＢＩホールディングス
リクルート
ホールディングス

2020 ライオン コーナン商事 寿スピリッツ

2021 ソフトバンクグループ ステムセル研究所 ソニーグループ

2022 住友金属鉱山 三菱商事 オリックス

2023 三井物産 りそなホールディングス かんぽ生命保険

2024 トヨタ自動車 古河電気工業 東京エレクトロン

2025 レーザーテック 太陽誘電 任天堂

図表3 過去10年間（年度）マイナスに影響した上位銘柄

図表2 過去10年間（年度）プラス寄与上位銘柄

図表1 過去10年間（年度）の当ファンドとTOPIXのリターン推移

※図表1-3の期間：2016/3/31～2026/3/31

年度 当ファンド TOPIX 差

2016 11.5% 14.7% -3.2%

2017 24.3% 15.9% 8.4%

2018 -8.9% -5.0% -3.9%

2019 -13.5% -9.5% -4.0%

2020 51.7% 42.1% 9.6%

2021 9.1% 2.0% 7.1%

2022 0.5% 5.8% -5.3%

2023 51.9% 41.3% 10.6%

2024 -1.7% -1.5% -0.2%

2025 47.3% 34.6% 12.7%

10年間 299.9% 228.2% 71.7%

※当ファンド：分配金再投資基準価額（信託報酬控除後）ベース
※TOPIX：配当込み

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

過去10年間の振り返り

２０２６年３月末までの過去１０年間(年度)で、当ファ

ンドは299.9％上昇し、同期間のTOPIX(東証株価指

数)の上昇（+228.2％）を71.7％ポイント上回る良好

なパフォーマンスとなりました。（図表１）

過去10年間を振り返ると、TOPIXを超過した年度

が５回、TOPIXを1％超下回った年度が4回、ほぼ

TOPIX並みの年度が1回でした。特に全体相場が強

かった2020年度、2023年度、2025年度に、大きく

超過リターンを獲得したことが、10年間の好パフォーマ

ンスにつながりました。

 パフォーマンスの良かった主な年度

2017年度は、消費関連株がパフォーマンスに寄与し

ました。

2020年度は、パンデミックによる外出抑制で多くの

業種・企業の業績が悪化しましたが、テレワークの普及

などによってテクノロジー産業は、業績・株価とも堅調

に推移しました。テクノロジー関連株を重視して組み入

れたことが超過リターンに寄与しました。

2021年度は、コロナ禍からのリオープニングやサプ

ライチェーンの問題を背景にインフレが加速し、インフレ

で恩恵を受ける資源株、海運株がプラスに寄与しました。

2023年度は、三菱グループの大手３銘柄が基準価

額の上昇に寄与しました。

2025年度は、「トランプ関税ショック」による相場急

落後、景気敏感株の組み入れを増やしたことや、高市政

権が注力するAI関連株、防衛関連株の組み入れが奏功

しました。

パフォーマンスの悪かった主な年度

2016、2018、2019年度は、投資環境の変化によ

る物色の変化にうまく追随できず、市場平均をやや下

回るリターンとなりました。

２０２２年度は、積極的な利上げにより、米国が景気後

退に陥るリスクがあると考え守り重視の運用戦略をと

りました。しかし、米国景気は年央から持ち直し、その後

も景気拡大が続き、年後半は景気敏感株が相場の上昇

を牽引しました。この流れに乗り遅れたことがパフォー

マンスに苦戦した要因となりました。

※上記は、個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄の株価の上昇および投資
先ファンドへの組入れを保証するものではありません。
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当ファンドの運用責任者 宮地 徹郎による10年間の自己評価

過去１０年間でTOPIXに対して70％ポイント以上、超過リターンを獲得できたことについては、まずまずの成果であっ

たと考えています。攻めるべき時は攻め、守るべき時は守るという機動的な運用スタンスが功を奏したと考えています。

また、ボトムアップ・アプローチに偏ることなく、トップダウン・アプローチの視点から投資環境を見極め、環境に合った分

野・銘柄に重点投資したことが有効だったと考えています。

例えば、コロナ禍の２０２０年度では、外出抑制によって運輸、外食、宿泊、観光など多くの産業が大きくダメージを受け

た一方で、テレワークの普及により情報通信産業はむしろ恩恵を受けていました。その後は次第に、コロナ禍の収束後に

目線が向かい、リオープニング（経済活動の再開）に焦点が当たり始めましたが、需要が先行して回復したため需給ひっ迫

により米国ではインフレが深刻化し、２０２２年から金融引き締めが始まりました。また、同年にはロシアがウクライナに侵

攻し、地政学的リスクが高まりました。地域の軍事的緊張の高まりを背景に、日本政府は2022年末に「安保三文書」を閣

議決定し、防衛費を大幅に増やす決定を行いました。

このような投資環境の変化は、人々の行動や考え方、政府の政策の変化を通じて、株式市場における物色動向にも影

響を与えてきました。その影響を見極めて投資戦略を機動的に変えたことで、超過リターンを積み上げることができたと

考えています。

図表4 10年間（年度）の当ファンドとTOPIXの推移

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

※2016年3月31日＝100として指数化
※当ファンド：分配金再投資基準価額（信託報酬控除後）
※TOPIX：配当込み
※当ファンド-TOPIX：当ファンドとTOPIXのリターンのスプレッド
※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

（期間：2016/3/31～2026/3/31、日次）

当ファンド TOPIX

トータルリターン 299.9% 228.2%

リターン（年率） 14.9% 12.6%

リスク（年率） 20.0% 18.3%

リターン/リスク 0.74 0.69
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直近一年間（2025年度）の運用状況について－〔１〕

図表5 2025年度の当ファンドとTOPIXのリターン推移

図表6 2025年度プラス寄与上位銘柄

図表7 2025年度マイナスに影響した上位銘柄

コード 銘柄名

1 285A
キオクシア

ホールディングス

2 7013 ＩＨＩ

3 5803 フジクラ

4 4062 イビデン

5 6857 アドバンテスト

6 7012 川崎重工業

7 6503 三菱電機

8 7011 三菱重工業

9 9613 ＮＴＴデータグループ

10 5802 住友電気工業

コード 銘柄名

1 6920 レーザーテック

2 6976 太陽誘電

3 7974 任天堂

4 8308 りそなホールディングス

5 6645 オムロン

6 3697 ＳＨＩＦＴ

7 4751 サイバーエージェント

8 5541 大平洋金属

9 5332 ＴＯＴＯ

10 5715 古河機械金属

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

年/月 当ファンド TOPIX 差

2025/4 1.2% 0.3% 0.9%

2025/5 9.1% 5.1% 4.0%

2025/6 4.6% 2.0% 2.7%

2025/7 2.9% 3.2% -0.2%

2025/8 1.5% 4.5% -3.1%

2025/9 3.5% 3.0% 0.5%

2025/10 12.3% 6.2% 6.1%

2025/11 -1.7% 1.4% -3.1%

2025/12 -1.2% 1.0% -2.2%

2026/1 10.6% 4.6% 5.9%

2026/2 13.6% 10.5% 3.2%

2026/3 -13.9% -10.3% -3.5%

2025年度 47.3% 34.6% 12.7%

※図表5-7の期間：2025/3/31～2026/3/31

※当ファンド：分配金再投資基準価額（信託報酬控除後）ベース
※TOPIX：配当込み

2025年度（四半期）のパフォーマンス

４月～６月：トランプ関税への懸念から株式市場が急

落し（トランプ関税ショック）、その後、相場が急速に回復

した局面です。この相場回復局面では、景気敏感株の上

昇が相場回復の原動力になると予想し、積極的に景気

敏感株を組み入れたことが功を奏し、超過リターンの獲

得に繋がりました。

７月～９月：株式市場の物色が変化する中で、超過リ

ターンの獲得に苦戦しました。ただ、９月半ばからは、

ポートフォリオが市場にフィットするようになり、パ

フォーマンスは回復に向かいました。

10月～12月：１０月は、AI関連株、防衛関連株を高

位に組み入れたことが奏功しTOPIXを6％超上回りま

した。しかし、１１月から１２月にかけては、再び市場の物

色が変化し、10月に獲得した超過リターンの大半を吐

き出す形となりました。

１月～３月：１月以降は、高位の組み入れを続けた防

衛関連株、AI関連株、資源関連株が株式市場の上昇を

主導したことから、再び超過リターンを積み上げること

が出来ました。ただ、これらの銘柄の多くが３月に調整

したため、1月以降獲得した超過リターンの一部を吐き

出す形となりました。

 2025年度（通期）のパフォーマンス

２０２５年度に当ファンドの分配金再投資基準価額は

47.3％上昇し、同期間のTOPIXの上昇（+34.6％）を

12.7％ポイント上回りました。

年度ベースでプラス寄与となった主な銘柄は、キオク

シアホールディングス、アドバンテスト、イビデンといっ

た半導体関連株、フジクラ、住友電気工業といったデー

タセンター関連株、IHI、川崎重工業、三菱電機、三菱重

工業といった防衛関連株などでした。

一方、マイナスに影響した主な銘柄は、レーザーテック、

太陽誘電、任天堂、りそなホールディングス、といった銘

柄でしたが、特に業績面での特徴はなく、売買のタイミ

ングが良くなかったものが中心となりました。

※上記は、個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄の株価の上昇および投資
先ファンドへの組入れを保証するものではありません。

※ＮＴＴデータグループは2025年9月26日に上場廃止

期間：2025/3/31～2026/3/31
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直近一年間（2025年度）の運用状況について－〔２〕

主なファクター・エクスポージャー

銘柄選択効果がパフォーマンスに最も寄与

同期間の超過リターンについて定量分析により要因分解すると、パフォー

マンスに最も寄与したのは「銘柄選択効果」でした。

これは、ボトムアップ・アプローチにトップダウン・アプローチの視点を加味

し、投資環境に合った銘柄に重点投資した運用戦略が有効だったこと

を示唆しています。

期間：2025/3/31～2026/3/31

（出所）Barraモデルによる分析を基にSBI岡三アセットマネジメント作成

上昇相場で強味を発揮したポートフォリオ特性

同期間の超過リターンに貢献したファクター・エクスポージャーについて

分析すると、「モメンタム」、「流動性」、「ベータ」、などが上位となり

ます。これは2025年度のような上昇相場において、相場の流れに乗り

インデックスよりも大きく上昇しやすく、かつ流動性の高い銘柄で構成

されたポートフォリオ特性を持っていたことを示唆しています。

（出所）Barraモデルによる分析を基にSBI岡三アセットマネジメント作成

超過リターンの要因分解
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レジデュアル・ボラ

ティリティ

財務レバレッジ

インダストリー・モメ

ンタム

※分析対象：新経済成長ジャパン・マザーファンド
※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

（出所）Barraモデルによる分析を基にSBI岡三アセットマネジメント作成

「AI関連銘柄」や「防衛関連銘柄」などへの重点投資により
年度を通じて着実に積み上げた銘柄選択効果がリターンに寄与

銘柄選択効果の月次累積リターン推移
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今後の運用方針 （重点投資の対象として考えている分野）

パラダイムシフトの関連分野

①防衛・宇宙・造船

「グローバリゼーション」の時代が終わり、「分断と対立」の時代になると重要度が増すのが軍事力であり、それを支

える防衛産業だとみています。また、ロケットや人工衛星などの宇宙産業も、防衛力強化の一環として重要度が増

すとみられます。日本政府はロシアがウクライナに侵攻した２０２２年に、防衛費をGDP比１％から２％に引き上げる

決定をしました。日本を取り巻く安全保障環境が緊張・複雑化するなか、我が国の防衛産業・宇宙産業は最重要産業

として育成されていくと思われます。また、貿易量（重量ベース）の９9.5％※を海上輸送が占めていることから、日

本政府は造船業に対する支援を行うことを決定するなど、造船業の重要性も増しています。

※出所：国土交通省「海事レポート2025」

②資源

「分断と対立」の時代には資源確保が重要になります。ロシアのウクライナ侵攻を受けた対ロシア経済制裁で、欧州

はロシアからの天然ガスの輸入が困難になりました。レアアースについても、市場シェアの大半を占める中国から我

が国への輸入が制限されるようになりました。米国・イスラエルによるイランへの攻撃を受けホルムズ海峡が事実上

閉鎖され、ペルシャ湾経由の資源エネルギー供給も制約を受けています。こうしたなか、国内で資源を確保すること、

他国に頼る場合でも調達先の分散が重要になっています。資源の価格には上昇圧力がかかり、資源権益を有する

企業や資源開発を手掛ける企業の価値が高まっていくとみています。また、米ドルへの信頼の低下は金など貴金属

市況を押し上げ、貴金属資源を有する企業の価値も高まりやすいと考えています。

③金融・不動産

「グローバリゼーション」ではインフレが抑制されましたが、「反グローバリゼーション」ではインフレ圧力が高まりま

す。インフレ環境においては金利上昇を通じて、金融業者の収益にプラスに働くと考えられます。またインフレは不

動産価格を押し上げる要因となるため、不動産を保有する企業の価値も高まりやすくなると考えられます。

    AIの関連分野

①半導体

AIの開発、計算を行うデータセンターでは、膨大な半導体が消費されます。半導体の材料、半導体製造装置にも恩

恵が及んでいます。

②通信機器

データセンターのサーバーをつなぐ通信ケーブル、通信機器、データセンター同士をつなぐ光ファイバーケーブルの

需要が伸びています。

③電力

データセンターは膨大な電力を消費します。発電機器、送電設備、変電設備への投資が必要になります。AIの進化に

よって、かつては成熟感のあった重電産業が成長産業に変わりつつあるとみています。

④システムベンダー

コンピューターソフトウェアやシステムベンダーについては、AIに代替されてしまうと懸念されているようですが、

日本の実情を考えた場合、AIを活用したシステムの開発や企業への導入については、システムベンダーが活躍する

余地があるとみています。

⑤ロボット

AIをヒト型ロボットに搭載すれば、頭脳と体を持った機械（≒人造人間）になり、多くの人々の労働を代替していく

可能性があるとみています。
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当ファンドの運用責任者 宮地 徹郎からのメッセージ

『世の中の大きな変化が大きな株価変化をもたらす』

「株式市場は世の中を映す鏡である」と私は考えています。世の中で起きる様々な変化が株価の変化をもたらすという

意味です。過去１０年間を振り返ると、トランプ米大統領の登場、新型コロナウイルスによるパンデミック、超金融緩和と財

政出動、ワクチン開発とリオープニング、インフレと金融引締め、ロシアのウクライナ侵攻や米国・イスラエルによるイラン

への軍事行動など、マクロ的に大きな変化があり、株式市場の方向性や物色に大きな影響を与えました。一方、ミクロ面

では、企業業績の変化が個別の株価動向の変化につながります。マクロ的な環境変化もミクロの業績変化も、変化が大き

いほど株価の変化も大きくなると考えており、投資戦略を考えるうえで、世の中のどこで大きな変化が起きているかを

見極めることが重要だと考えています。

第二次世界大戦後の冷戦は1990年ごろに終焉を迎えました。1989年のベルリンの壁崩壊、１９９１年のソ連邦解体

がその象徴です。これにより、西側諸国と対立関係にあった東側諸国（旧共産圏）が西側の経済に組み込まれるようにな

り、ヒト、モノ、カネの移動をできるだけ自由にするのが良いという「グローバリゼーション」の考え方が主流になりました。

モノの移動が自由になると、先進国のメーカーはコストの安い新興国に生産拠点を移し、中国は「世界の工場」と呼ばれ

るようになりました。その結果、先進国では物価が上がりにくくなり（ディスインフレ）、金利が低下し資産価格は上がりや

すくなりました。グローバル企業は利益を上げやすくなった半面、先進国の労働者の賃金は上がりにくくなりました。一方、

富裕層の資産は資産価格の上昇により増加し、経済格差が拡大しました。また、ヒトの移動の自由化により、先進国では

移民の増加が大きな社会的問題となるようになりました。「グローバリゼーション」がもたらす負の側面を背景に、先進国

では排他的な自国第一主義の考え方を支持する人々が増えました。こうした流れのなかで登場したのがトランプ米大統

領であり、その政策は、移民の排除（＝ヒトの移動の制限）、関税の導入（＝モノの移動の制限）など、「反グローバリゼー

ション」的なものが目立ちます。

日本はバブル崩壊後、「グローバリゼーション」の流れのなか

で「世界の工場」の地位を中国に奪われ、デフレになり、企業の

投資が抑制されました。日本は「グローバリゼーション」の負け

組だった訳です。もちろん、それだけが理由ではないですが、

「失われた３０年」と呼ばれる長期低迷に陥った一因だったと考

えています。

一方、「反グローバリゼーション」の流れは日本にとって追い

風になる可能性があります。デフレからインフレとなり、ゼロ金

利から脱却し、名目ベースで賃金、GDPが伸び、企業業績が拡

大し株価も上昇、これが足元の日本で起きていることではない

かと考えています。「グローバリゼーション」から「反グローバリ

ゼーション」へのパラダイムシフトは、投資環境の大きな変化で

あり、この大きな変化から恩恵を受け株価に大きな変化が現れ

る業種・企業は重点的な投資対象になると考えています。

「株式市場は世の中を映す鏡であり、世の中の大きな変化が

大きな株価変化をもたらす」という考え方に基づいた運用を今

後も続けていく方針です。投資環境の変化に応じて、投資戦略

は機動的に見直してまいります。常に今の投資環境にフィット

したポートフォリオを目指し、リターンの向上に努めてまいりま

すので、今後とも当ファンドをご愛顧くださいますよう、よろし

くお願い申し上げます。

常務執行役員 
運用本部長

宮地 徹郎
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解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。
なお、販売会社には取次販売会社が含まれる場合があります。

販売会社一覧

この資料の最終ページに｢留意事項｣を記載しております。必ずご確認ください。

情報提供用資料

2026年5月18日現在

8

商号 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

アイザワ証券株式会社 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

阿波証券株式会社 四国財務局長（金商）第1号 ○

永和証券株式会社 近畿財務局長（金商）第5号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

株式会社証券ジャパン 関東財務局長(金商)第170号 ○ ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

東武証券株式会社 関東財務局長（金商）第120号 ○

益茂証券株式会社 北陸財務局長（金商）第12号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ＪＩＡ証券株式会社 関東財務局長（金商）第2444号 ○ ○

武甲証券株式会社 関東財務局長（金商）第154号 ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

※株式会社SBI証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。



新経済成長ジャパンに関する留意事項

⚫ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。
⚫投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資
者保護基金の対象とはなりません。

⚫ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入
資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの
影響を及ぼす可能性や、換金申込の受付が中止となる可能性、換金代金の支払が遅延する可能性があります。

⚫分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、
計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
また、投資者の購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況によ
り、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

⚫ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファンドが投資対象とするマザーファンドを他のベビーファンドが投資対象としている場合に、当該
他のベビーファンドにおいて追加設定および一部解約等がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにおいても売買等が生じ、ファンドの基準価
額が影響を受けることがあります。

⚫取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込みの受付を中止することや、すでに受付けた購入・換金申込みの受付を
取消すことがあります。

投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
ファンドは、国内の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、
損失を被ることがあります。

ファンドの主な基準価額の変動要因としては､｢株価変動リスク｣､｢信用リスク｣ があります。

※「基準価額の変動要因」は、上記のリスクに限定されるものではありません。

■ 投資リスク

基準価額の変動要因

留意事項

⚫購入時手数料：購入金額（購入価額×購入口数）×上限3.3％（税抜3.0％）

⚫換金手数料：ありません。

⚫信託財産留保額：ありません。

⚫運用管理費用(信託報酬)：純資産総額×年率1.705%（税抜1.55%）

⚫その他費用・手数料：監査費用〔純資産総額×年率0.011％(税抜0.01％)〕

有価証券等の売買に係る売買委託手数料､投資信託財産に関する租税､信託事務の処理に要する諸費用等を投資信託財産でご負担いただきます｡

なお、マザーファンドの当該費用につきましては、間接的にご負担いただきます。 (監査費用を除くその他費用･手数料は､運用状況等により変動するため､

事前に料率･上限額等を示すことはできません｡)

○お客様にご負担いただく費用につきましては､運用状況等により変動する費用があることから､事前に合計金額もしくはその上限額またはこれらの計算方

法を示すことはできません｡

○詳しくは、｢投資信託説明書（交付目論見書）｣の｢手続･手数料等｣をご参照ください。

■ お客様にご負担いただく費用

商 号 等：SBI岡三アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第370号

加入協会 ：一般社団法人資産運用業協会

＜本資料に関してご留意いただきたい事項＞
■本資料は、当ファンドに関する情報提供を目的としてＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成したものであり、ファンドの投資勧誘を目的として作成したものではありませ
ん。■本資料に掲載されている運用実績は過去のものであり、将来の運用成果を保証するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりません。■本資料に掲載されて
いる市況見通し等は、本資料作成日時点での当社の見解であり、将来予告なしに変更される場合があります。また、将来の運用成果を保証するものではありません。■本資料は、当
社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その情報の正確性・完全性を保証するものではありません。■購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論
見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。

情報提供用資料

9


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9

